
 

第１６１回 教育研究評議会議事要録 

 

日  時 平成２９年６月２０日（火）１６時００分～１７時１２分 

 

場  所 大学本部棟５階第１会議室（ＴＶ会場：医学部管理棟２階学長室） 

 

出 席 者 

（評議員）島田学長、早川理事、堀理事、吉田理事、杉山理事、武田理事、 

中村教育学域長、中尾医学域長、豊木工学域長、黒澤生命環境学域長、 

池田附属図書館長、 

廣瀬・大隅・松田・小泉・佐藤・大木・熊田・竹内・大山 各教授 

（列席者）鮎川監事、八巻監事、白沢学長補佐、小林総務部長、溝部財務管理部長、 

寅ヶ口施設・環境部長、宝示教学支援部長、山田研究推進部長、 

小谷総合情報戦略副部長、茅国際部長、山田医学域事務部長、 

志村企画課長、深澤特命課長、石原監査課長、石原総務課長、村田人事課長、 

桐島財務管理課長、窪田教務課長、仙洞田学生支援課長、井部研究推進課長、 

田中図書・情報課長、佐野教育学域支援課長、飯野生命環境学域支援課長、 

望月総務課課長補佐、仲嶋工学域支援課課長補佐 

 

議事要録確認 

 第 160回教育研究評議会（29.5.23開催）議事要録を確認した。 

 

報告事項 

１ 役員会の開催状況について 

吉田理事から、資料１により、第 185回（29.5.30開催）の役員会開催状況について報告が

あった。 

 

２ 大学院総合研究部会議の開催状況について 

吉田理事から、資料２により、第 34回（29.6.13開催）の大学院総合研究部会議開催状況に

ついて報告があった。 

 

３ 助教の採用報告について 

吉田理事から、資料３により報告があった。 

 

   ・平成 29年６月１日採用   医学域臨床医学系   助教２名 

                 医学域臨床医学系   特任助教２名 

                                                      

 ４ 第２期中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果について 

   早川理事から、資料４により、国立大学法人評価委員会から通知のあった本学の評価結果に

ついて、教育研究面においては「おおむね良好」、業務運営・財務面においては「良好」と判

定された旨報告があった。 



 

 

   なお、唯一改善を要する点として、全学共通教育と専門教育との連続性を考慮したカリキュ

ラム編成と実施が不十分であるとの指摘から、改善に向け第３期において速やかに対応してい

く旨説明があるとともに、各部署は、他大学の良い取組を参考にするなどして、中期目標・中

期計画の達成に向けた取組を遅滞なく進めてほしい旨依頼があった。 

 

５ 山梨大学の自然科学系論文生産状況について 

  早川理事から、資料５により、自然科学系学術分野 22分野における本学教員の論文生産状

況（2012年～2016年）について報告があり、特に本学の強みである「化学」や「臨床医学」、

さらに「物理学」分野は研究のアクティビティが高く、良質な論文が生産されている旨説明が

あった。 

また、学長及び早川理事から、本資料を活用し、更なる研究力の向上に努めてほしい旨、さ

らに若手教員の有望な研究に対し、大学として支援することを検討していきたい旨説明があっ

た。 

 

６ 学生の学籍異動について 

堀理事から、資料６により、５月 31日現在の状況について報告があった。 

  

 ７ 平成 28年度卒業（修了）者進路状況について 

   堀理事から、資料７により報告があるとともに、各学部・専攻に対し、平成 28年度卒業（修

了）者について、①進路状況が未報告である場合はキャリアセンターへ報告すること、②進路

未定者はキャリアセンターに相談するよう指導願うこと、について依頼があった。 

 

８ マレーシアペルリス大学との大学間交流協定について 

  堀理事から、資料８により、医工農融合分野における共同研究と教員や学生の交流を通じた

グローバル人材の育成等を進めるため、５月 18日付で協定を締結した旨報告があった。 

   

９ 中国外交学院との学生交流に関する覚書について 

堀理事から、資料９により、学生の派遣や受入れを通じ、国際化とグローバル人材育成等を

推進するため、５月８日付で覚書を締結した旨報告があった。 

 

 10 平成 29年度国立大学改革強化推進補助金（国立大学若手人材支援事業）の拡大申請につい 

 て 

  杉山理事から、資料 10 により、標記補助金について、文部科学省への事前相談結果及び学

域の意向を踏まえ、計 10ポストの配置申請を行った旨報告があった。 

 

11 その他 

 (1) 医工農学総合教育部（博士課程）改組に係る審査意見について 

    早川理事から、机上配付資料により、平成 30年度改組に向け、３月に意見伺いとして提

出した統合応用生命科学専攻の設置計画書について、大学設置・学校法人審議会から審査

結果が通知され、審査意見（第一次）が付された旨報告があった。 

   なお、付された各意見については、現在、新大学院設置 WGを中心に補正計画書の提出（６



 

 

月末期限）に向け対応を図っており、その結果は８月下旬に伝達される旨、併せて報告が

あった。 

 

   (2) 平成 29年度甲府キャンパス防災訓練の実施予定日について 

     小林総務部長から、10月 20日（金）16時 10分から、大規模地震を想定した訓練を実施す

る予定である旨報告があった。 

 

審議事項 

１ 教員の昇任選考（案）について 

  吉田理事及び中尾医学域長から、資料 11 及び机上配付資料により、１名の教員に係る選考

経緯等について説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

・平成 29年７月１日昇任     医学域臨床医学系  准教授  １名（非公募） 

 

２ 平成 28事業年度に係る業務の実績に関する報告書（案）について 

早川理事から、資料 12 により、各学域等が本学の大学評価基本方針に基づき実施した自己

点検・評価結果について、評価室での検討を経て評価本部会議において精査した旨説明があっ

た。また、それらの結果をもとに、国立大学法人評価委員会に提出する標記報告書の原案を作

成し６月末日までに提出する旨説明があり、審議の結果、これを承認した。 

なお、修正意見等がある場合は、早急に企画課まで連絡願うこととした。 

 

３ 教職大学院の認証評価（案）について 

早川理事から、資料 13 により、５年以内ごとに受審が義務付けられている教職大学院の認

証評価について、教員養成評価機構による実地調査が今年度 10～11月に行われることに伴い、

自己評価書を作成し６月末日までに提出する旨説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

４ ＵＲＡ室の廃止及びＵＲＡセンターの設置（案）について 

  早川理事から、資料 14により、『地の拠点』として地域の発展に貢献するとともに、強みの

ある分野で世界的な水準の教育研究を推進するため、現在のＵＲＡ室を廃止し、研究支援機能

の拡充と新たな融合研究プロジェクトを推進する機能を統合した「ＵＲＡセンター」を設置す

る旨、また、これに伴い関連する規則を一部改正する旨説明があり、審議の結果、これを承認

した。 

 

   ・国立大学法人山梨大学研究推進・社会連携機構細則 

   ・国立大学法人山梨大学研究推進・社会連携機構運営委員会要項 

   ・国立大学法人山梨大学研究推進・社会連携機構業務所掌要項 

   ・国立大学法人山梨大学研究マネジメント室細則 

 

５ 平成 30年度概算要求（案）について 

杉山理事から、資料 15により、文部科学省から提示された「平成 30年度国立大学法人運営

費交付金等の重点支援に係る概算要求の方向性について」を踏まえ、大学院組織整備等の教育



 

 

研究組織整備に合わせた機能強化経費・機能強化促進分、及び教育・研究等基盤設備の老朽化

対応や附属病院の機能強化の取組支援として、基盤的設備等整備分の各要求事項を戦略ごとに

整理した素案について説明があり、審議の結果、これを承認した。 

なお、この素案を以って、今後文部科学省への事前相談を進めながら精査していくこととな

るが、戦略の予算規模や基盤設備の申請に係る判断については、学長に一任することとした。 

 

 ６ 山梨大学設備マスタープラン（案）について 

   杉山理事から、資料 16 により、概算要求時に提出する必要があることから、第３期中期目

標・中期計画に沿い一部修正を行う旨、また、１年ごとに見直すこととされている本学の設備

の現状と分析及び年度別の設備整備計画表について、学域等の回答を踏まえ内容を更新した旨

の説明があり、審議の結果、これを承認した。 

   なお、概算要求における設備整備の優先順位は、学長に一任することとした。 

 

 ７ 財務関係規則の整備（案）について 

   杉山理事から、資料 17 により、国立大学法人等に対する個人からの寄附に係る所得税の税

額控除制度の税制改正に伴い、当該税額控除の対象となる奨学金事業を教育研究支援基金に設

置し、文部科学省から証明を受けるため、必要な規則の改正を行う旨説明があり、審議の結果、

これを承認した。 

 

    ・国立大学法人山梨大学教育研究支援基金管理運営規程 

    ・国立大学法人山梨大学教育研究支援基金奨学金事業取扱内規 

 

 ８ 国立大学法人山梨大学個人情報保護規則の一部改正（案）について 

   吉田理事から、資料 18 により、関連する法律の改正に伴い、標記規則に個人情報の定義を

より明確化する条文、要配慮個人情報の取扱いを規定する条文、及び本学が保有する個人情報

について、特定個人を識別できないように加工した「非識別加工情報」を提供する制度を導入

する条文を追加、修正する旨説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

    

※次回会議 平成 29年７月 18日（火）16時 00分からの開催を確認した。 

 

     以上 


